
○行方不明者発見活動に関する訓令 

平成22年３月30日 

警察本部訓令第11号 

警 察 本 部 長 

 行方不明者発見活動に関する訓令を次のように定める。 

   行方不明者発見活動に関する訓令 

 （趣旨） 

第１条 この訓令は、行方不明者発見活動に関する規則（平成21年国家公安委員会規則第 

 13号。以下「規則」という。）に定めるもののほか、埼玉県警察の行方不明者発見活動 

 に関し、必要な事項を定めるものとする。  

 （定義） 

第２条 この訓令において使用する用語の意義は、規則において使用する用語の例による。  

 （警察署長の指揮） 

第３条 警察署長は、行方不明者届出書（規則別記様式）により行方不明者届を受理した 

 すべての事案において、事件性を考慮した上で次に掲げる事項について直接指揮するも 

 のとする。  

 (1)  行方不明者発見活動のための体制の確保  

 (2)  規則第９条に規定する行方不明者届に係る事案の引継ぎ  

 (3)  規則第11条に規定する特異行方不明者の判定  

 (4)  規則第14条に規定する行方不明者に係る資料の公表  

 (5)  規則第21条に規定する特異行方不明者手配  

 (6)  規則第24条の２に規定する特異行方不明者等資料のＤＮＡ型鑑定の嘱託  

 (7)  その他警察署長が必要と認める事項  

 一部改正〔平成27年第16号〕 

 （警察署長指揮の代行） 

第４条 急速を要し、又は事故その他の理由により、前条に規定する事項について警察署 

 長が直接指揮できないときは、警視若しくは警部の階級にある警察官又は埼玉県警察処 

 務規程（昭和38年埼玉県警察本部訓令第12号）第32条に規定する総括管理者が代わって 

 指揮するものとする。  



２ 前項の規定により指揮をした者は、速やかにその旨を警察署長に報告しなければなら 

 ない。  

 （行方不明者届受理票） 

第５条 規則第７条第３項に規定する行方不明者届受理票（以下「受理票」という。）の 

 様式は、様式第１号のとおりとする。  

２ 第３条の規定により直接指揮した警察署長は、受理票に指揮事項を記載しなければな 

 らない。  

 （行方不明者に係る事項の報告） 

第６条 規則第８条第１項及び第４項に規定する報告は、受理票により行うものとする。  

 （行方不明者届出引継書等） 

第７条 規則第９条第２項に規定する行方不明者届引継書の様式は、様式第２号のとおり 

 とする。  

２ 規則第９条第３項に規定する報告及び警察本部長を通じて行う事案の引継ぎは、生活 

 安全部人身安全対策課長（以下「人身安全対策課長」という。）を経て行うものとする。  

 一部改正〔平成30年第８号〕 

 （特異行方不明者の報告） 

第８条 規則第11条第２項に規定する報告は、人身安全対策課長を経て行うものとする。  

 一部改正〔平成30年第８号〕 

 （身元不明死体票） 

第９条 規則第16条に規定する身元不明死体票の様式は、様式第３号のとおりとする。  

 （迷い人についての確認） 

第10条 規則第19条第２項に規定する迷い人についての確認は、警察情報管理システム等 

 運用管理規程（平成23年埼玉県警察本部訓令第32号）第２条第４号に規定する埼玉県警 

 察情報管理システム等により行うものとする。  

 一部改正〔平成23年第33号〕 

 （特異行方不明者手配書等） 

第11条 規則第22条第１項に規定する特異行方不明者手配書の様式は、様式第４号のとお 

 りとする。  

２ 規則第22条第２項に規定する報告及び警察本部長を通じて行う特異行方不明者手配は、 



 人身安全対策課長を経て行うものとする。  

 一部改正〔平成30年第８号〕 

 （特異行方不明者等資料のＤＮＡ型鑑定） 

第12条 規則第24条の２第１項に規定する特異行方不明者等資料のＤＮＡ型鑑定は、刑事 

 部科学捜査研究所長に嘱託するものとする。  

 追加〔平成27年第16号〕 

 （行方不明者発見票等） 

第13条 規則第29条第２項に規定する特異行方不明者手配解除通報書の様式は、様式第６ 

 号のとおりとする。  

２ 規則第25条第５項に規定する報告及び警察本部長を通じて行う受理署長に対する通知 

 は、人身安全対策課長を経て行うものとする。  

 一部改正〔平成27年第16号、30年第８号〕 

 （特異行方不明者手配解除通報書等） 

第14条 規則第29条第２項に規定する特異行方不明者手配解除通報書の様式は、様式第６ 

 号のとおりとする。  

２ 規則第29条第３項に規定する報告及び警察本部長を通じて行う特異行方不明者手配の 

 解除は、人身安全対策課長を経て行うものとする。  

 一部改正〔平成27年第16号、30年第８号〕 

   附 則  

 この訓令は、平成22年４月１日から施行する。  

   附 則 （平成23年11月15日警察本部訓令第33号）  

 この訓令は、平成23年12月１日から施行する。  

   附 則 （平成27年３月31日警察本部訓令第16号）  

 この訓令は、平成27年４月１日から施行する。  

   附 則 （平成30年３月28日警察本部訓令第８号）  

 この訓令は、平成30年４月１日から施行する。 






















